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■平成２４年９月通常理事会議事概要 

１．日 時 平成２４年９月１３日（木） 

１３：３０～１４：５０ 

２．会 場 日事連会議室 

３．理事会構成者数及び出席者数 

理事会構成者数  ３３名 

出 席 者 数  ３３名 

（内、表決委任状提出者４名含む） 

４．出席者及び欠席者の氏名 

出席者 

会  長 三栖邦博 

副 会 長 上野浩也、大内達史、田端 隆、西村 武、

八島英孝、山下卓治 

専務理事 髙津充良 

常任理事 朝岡市郎、泉谷良宏、後藤明夫、富岡 学、

宮原克平 

理  事 浅野善治、上原伸一、奥田修一、 

金子敏夫、北 泰幸、河野 久、 

佐々木宏幸、髙橋吉徳、富田 裕、 

中山茂樹、新沼義雄、水谷達郎、 

村山高文、森野美徳、横須賀満夫、 

吉田 敏 

監  事 栗原憲昭、外木場久雄、林 陽郎 

欠席者（表決委任者） 

田畑光三常任理事 

理 事 秋野卓生、鈴木眞生、村岡健治 

事務局 北野芳男参与、恩田利昭事務局長、 

前田敏明総務課長 

５．議 事 

（１）議長 三栖邦博会長 

（２）議事録署名人の選任 

議事録署名人に以下の理事が選任された。 

三栖邦博会長、上原伸一理事、佐々木宏幸理事 

（３）議決事項 

１)常任理事会専決事項の承認の件（平成２４年８月２４日、

常任理事会決定） 

常任理事会専決事項の内容について、事務局から次の

①～④について一括して説明がなされた。 

①平成２４年度日事連建築賞の表彰者決定の件 

資料１により次の趣旨の説明がなされた。 

本年度は、一般建築部門８４点、小規模建築部門８

７点の合計１７１点の建築作品が単位会へ応募され、

単位会での第１次審査を経て、３２単位会から一般建

築部門２４点、小規模建築部門２８点の合計５２点の

建築作品が日事連に応募された。 

第２次審査では、一般建築部門１０作品、小規模建

築部門９作品を日事連建築賞候補として選定し、さら

に討議・検討を行い、国土交通大臣賞、日事連会長賞

及び優秀賞候補として一般建築部門５作品、小規模建

築部門５作品について現地審査を行った。 

現地審査は７月６日から８月７日にかけて行い、そ

の結果を踏まえ８月７日の最終選考委員会で各委員の

討議及び検討の結果、国土交通大臣賞１点、日事連会

長賞１点及び優秀賞として一般建築部門３点、小規模

建築部門４点、並びに優秀賞に準ずるものとして一般

建築部門６点及び小規模建築部門４点を奨励賞とする

ことを決定した。 

②平成２４年度年次功労者表彰者決定の件 

資料２により次の趣旨の説明がなされた。 

平成２４年度年次功労者表彰候補者については表彰
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規程に該当する者が資料２のとおり、日事連推薦候補

者１名、単位会推薦３８名を決定した。なお、単位会

からの推薦人数は、原則１名となっているが、北海道

会からは特別の事情（理由書添付）により２名となっ

ている。 

なお、年次功労者表彰規定のうち、日事連の役員を

一定年限在任し、退任した者で引き続き単位会会長に

在任している者の取扱いについては、来年度に向けて

総務・財務委員会で検討をすることとした。 

③創立記念表彰者の決定の件 

資料３によって次の趣旨の説明がなされた。 

創立記念表彰は表彰規程により、正会員（単位会）

表彰と単位会事務局職員永年勤続表彰（１０年以上勤

続で著しい功労があった者。過去に表彰された者は除

く）の２種類の表彰を行う。 

創立５０周年での正会員（単位会）表彰の推薦基準

は、創立４０周年での推薦基準と同じく通算２０年在

籍した単位会（過去に表彰されたものは除く。）とし、

該当する６単位会の表彰を決定した。今回の表彰によ

り、在籍しているすべての単位会が表彰されることと

なる。 

単位会事務局職員永年勤続表彰は、単位会の推薦に

よって１７名が推薦され、これを表彰することを決定

した。 

④特別功労者表彰者の決定の件 

資料４によって次の趣旨の説明がなされた。 

特別功労者表彰は、本会の運営又は事業の実施に特

に顕著な功績を挙げ、本会の発展に寄与したと認めら

れる者の中から表彰者を決めることとなっている。今

年度は有限会社日事連サービスの設立以来（平成７年

２月以来）平成２３年６月まで役員（専務取締役）と

して事業運営に大きく貢献し、日事連・建築士事務所

賠償責任保険の拡大、拡充に努め大いなる業績を築き

上げた中川孝昭氏を特別功労者として、日事連より感

謝状を授与することを決定した。 

なお、①から④までの表彰は平成２４年１０月５日開

催の日事連創立５０周年記念・第３６回建築士事務所全

国大会式典で行う。 

以上の①から④の常任理事会で決定した同議案の承

認について、議長より諮ったところ、異議なく、資料１、

資料２、資料３、資料４のとおりこれを承認した。 

２)平成２４年度会費減免申請の承認の件 

事務局より、資料５によって次の趣旨の説明がなされ

た。 

昨年の６月の総会において大規模な災害等に伴い、構

成員が業務ができない等の理由により、単位会が当該構

成員の会費を減額又は免除した場合、日事連においても

それらの事情を考慮し、その会費（構成員割会費）の減

額又は免除をすることができるよう、会費規程を改正し

た。今年度は昨年度に引き続き岩手会から、東日本大震

災で被災し、単位会の会費を免除した会員に係る構成員

割会費２０事務所についての当該構成員の会費免除申

請書が罹災証明書の写し等を添えて提出された。なお、

福島会及び宮城会は今年度の会費減免申請は行わない

予定とのことである。 

議長より、平成２４年度会費減免申請の承認について

諮ったところ、異議なく、これを承認した。 

３）平成２７年・第３９回建築士事務所全国大会の主管会の

承認の件 

事務局より、資料６によって次の趣旨の説明がなされ

た。 

３月２９日の常任理事会で近畿ブロック協議会から

の「平成２７年度第３９回建築士事務所全国大会主管会

について」は、近畿ブロック協議会で主管会として予定

されていた単位会が諸状況から開催できないため他の

ブロック協議会で検討してほしい旨の依頼を受け、福島

会の意向も確認しつつ、関東甲信越ブロック協議会のな

かで対応が可能か検討することとなった。その後、福島
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会の意向を確認したところ平成２７年度の開催は考え

ていない旨の意向を確認したうえで、５月常任理事会で

は、関東甲信越ブロック協議会内で対応する方向で協議

を進めている旨が報告されたところである。今般、その

協議の結果の報告として、同ブロック協議会から平成２

７年の第３９回建築士事務所全国大会の主管会を茨城

会が受託した旨の回答がなされた。なお、地方開催とし

て予定されている平成２９年の第４１回建築士事務所

全国大会は近畿ブロック協議会内の単位会が主管会と

して開催する予定である。 

議長より、平成２７年の第３９回建築士事務所全国大

会の主管会を茨城会とすることについての承認につい

て諮ったところ、異議なく、これを承認した。 

４）特別委員会、専門委員会等の設置及び委員の承認の件 

専務理事及び事務局より、資料７によって次の趣旨

の説明がなされた。 

平成２４・２５年度特別委員会及び専門委員会等の

設置及び委員は、特別委員会等においては、（１）東

日本大震災対策本部（継続設置・役員改選により副本

部長が交代）、（２）基本問題検討特別委員会（新設）、

（３）景観・まちづくり特別委員会（継続設置・一部

の委員が交代）となっている。 

専門委員会等においては、（１）業務・技術委員会

関係で①構造技術専門委員会（改組）、②建賠保険等

調査専門委員会（継続設置・役員改選により委員長等

が交代）、③業務報酬基準ワーキンググループ（継続

設置・主査が交代）、④業務報酬算定ソフト作成ワー

キンググループ（継続設置）、（２）広報・渉外委員

会関係で①会誌編集専門委員会（継続設置・一部の委

員が交代）となっている。 

議長より、平成２４・２５年度特別委員会及び専門

委員会等の設置及び委員の承認について諮ったところ、

異議なく、次のとおりこれを承認した。 

 

○特別委員会等（アンダーラインが交代者） 

・東日本大震災対策本部（継続設置・役員改選により副本

部長が交代） 

本 部 長 三栖邦博会長（東京） 

副本部長 上野浩也副会長（京都） 

大内達史副会長（東京） 

西村武副会長（北海道） 

本 部 員 髙津充良専務理事 

・基本問題検討特別委員会（新設） 

委 員 長 三栖邦博会長（東京） 

副委員長 八島英孝副会長（福岡） 

委  員 泉谷良宏常任理事（奈良） 

岡本 賢元新法制度検討ＷＧ主査（東京） 

北 泰幸理事 

（日建連設計委員会副委員長） 

佐々木宏幸理事（栃木） 

宮原浩輔（東京） 

髙津充良専務理事 

＊新法制度特別委員 

秋野卓生（理事、弁護士）、浅野善治（理事、大東文

化大学、元衆議院法制局法制主幹）、河野久（理事、

青山学院大学、元参議院法制局長）、富田裕（理事、

弁護士、建築士） 

＊新法制度特別委員は、（仮称）建築士事務所法の検討

に関し必要に応じ出席を求め、法律家の立場からの意

見を求めるものとする。 

・景観・まちづくり特別委員会（継続設置・一部の委員が

交代） 

委 員 長 横須賀満夫理事（茨城） 

副委員長 福島賢哉（東京） 

委  員 中村清隆（栃木）、浅野正敏（埼玉） 

川島啓道（東京）、小澤勝美（神奈川） 

入口嘉憲（大阪） 
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○専門委員会等（アンダーラインが交代者） 

・業務・技術委員会関係 

・構造技術専門委員会（改組） 

委  員 中島康之（東京）、仲山雅一（東京） 

臼井勝之（東京）、西 邦弘（大阪） 

山浦晋弘（大阪） 

・建賠保険等調査専門委員会（継続設置・役員改選に

より委員長等が交代） 

委 員 長 田端 隆副会長（三重） 

副委員長 宮原克平常任理事（埼玉） 

委  員 泉谷良宏常任理事（奈良） 

加藤義道（千葉）、宮原浩輔（東京）

古谷雄一（神奈川） 

・業務報酬基準ワーキンググループ（継続設置・主査

が交代） 

主  査 佐々木宏幸理事（栃木） 

委  員 生駒 勝（東京）、大池眞人（東京） 

奥居雅人（東京）、水谷孝行（東京） 

・業務報酬算定ソフト作成ワーキンググループ（継続

設置） 

主  査 荻原幸雄業務・技術委員（千葉） 

委  員 駒木修一（埼玉）、飯嶋茂信（千葉） 

島田政之（東京）、折笠幸男（神奈川） 

・広報・渉外委員会関係 

・会誌編集専門委員会（継続設置・一部の委員が交代） 

委 員 長 森野美徳理事（都市ジャーナリスト） 

副委員長 佐藤光良（神奈川） 

委  員 富田清一（茨城）、宇塚幸生（東京）

芝田義治（東京）、澤崎 宏（東京） 

吉田勝則（福井） 

(４)報告事項 

１）創立５０周年記念・第３６回建築士事務所全国大会の

運営等について 

事務局より、資料８によって創立５０周年記念・第

３６回建築士事務所全国大会の運営等について当日の

運営及び正副会長の役割等について報告がなされた。 

２）建築設備士試験の受験手数料について 

専務理事より、資料９によって次の趣旨の説明がな

された。 

建築設備士試験の受験手数料について試験実施団体

である財団法人建築技術教育普及センターから意見照

会がきた。７月の通常理事会で議論した一級建築士試

験の受験手数料についてと同様の趣旨で学科･設計製

図の個々の受験手数料を設定する案と、現行の受験手

数料とのどちらが適当か理由とともに意見を平成２４

年８月３１日(金)までに提出するよう依頼された。 

８月の常任理事会で協議した結果、７月の通常理事会

で決めた一級建築士試験の受験手数料についての回答

と同様の趣旨で個々の受験手数料を設定する案では受

験者の負担額が多くなるため、現行の受験手数料でよい

との結論であったため、これを踏まえ財団法人建築技術

教育普及センターへ８月２８日に回答した。 

３）社会資本整備審議会の諮問について 

専務理事より、資料１０によって次の趣旨の説明がな

された。 

国土交通省は、建築基準法などの法体系の見直しに向

けて、今後の建築基準制度のあり方について、具体的な

制度の見直しについて検討し、当面は特に見直し要請の

強い構造適判制度等の確認検査制度のあり方、木造建築

基準等の合理化、既存建築物の耐震改修促進の３分野を

主要テーマ対象に建築基準制度のあり方を検討するた

め、社会資本整備審議会建築分科会（会長・久保哲夫東

大名誉教授）に学識者や民間企業の人材などで構成する

専門部会を設けて進める。今後１年程度かけて短期、中

長期それぞれの視点から対応の方向性を整理すること

を９月１０日に開かれた同建築分科会で正式に決めた。

専門部会の専門委員には日事連から宮原浩輔東京会副

会長の参加が決定している。 
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４）会員・構成員異動報告 

平成２４年７月末日及び８月末日の会員及び構成員数

等を次の通り報告した。単位会別構成員数等は資料１１

の通り。 

平成２４年７月３１日現在 正会員４６団体 

構成員１５，０２９事務所、賛助会員４社 

平成２４年８月３１日現在 正会員４６団体 

構成員１５，０２５事務所、賛助会員４社 

＜配付資料＞ 

資料１：平成２４年度日事連建築賞審査報告 

資料２：平成２４年度年次功労者表彰について 

資料３：創立記念表彰者について 

資料４：特別功労者表彰について 

資料５：平成２４年度会費減免申請について 

資料６：平成２７年度第３９回建築士事務所全国大会の開

催主管会について（回答） 

資料７：平成２４・２５年度特別委員会及び専門委員会等

の設置について（案） 

資料８：日事連創立５０周年記念・第３６回建築士事務所

全国大会の運営について 

資料９：建築設備士試験の受験手数料について 

資料１０：社会資本整備審議会諮問 

資料１１：会員・構成員異動報告書 

 

■第１回広報・渉外委員会議事概要 

日 時 平成２４年９月１８日（火） 

１４：００～１６：１５ 

会 場 日事連会議室 

出席者 委員長・富岡 学、副委員長・上原 伸一 

委 員・高橋 清秋、池田 修平、中元 伸夫、高橋 宏、

丸川眞太郎、上妻 建生、 

担当副会長・西村 武 

特別出席・会誌編集専門委員会委員長 森野美徳 

 

事務局 髙津充良、北野芳男、恩田利昭、戸谷泰子、 

三浦知子、前田敏明、野出友樹 

議 事 

１．担当副会長・委員長挨拶及び委員紹介 

富岡委員長、西村担当副会長より挨拶、各委員及び

事務局の自己紹介を行った。 

２．広報渉外委員会の分担事項及び平成２４年度事業計画

について 

事務局から資料１及び参考資料により広報・渉外委

員会の分担事項、及び平成２４年度事業計画、参考と

して平成２３年度事業報告の説明を行った。 

その後、平成２４年度の事業計画を項目毎に説明し、

質疑を行った。 

①建築士事務所キャンペーンの実施 

事務局より資料２にて、平成２４年度建築士事務所

キャンペーンについて以下の報告を行った。 

法定団体としての建築士事務所協会の役割及び会員

である建築士事務所の業務の周知を中心に、「信頼の

あかし 建築士事務所協会 ～われわれはあなたの夢

を創造するパートナーです」を統一テーマとして１０

月、１１月を中心に実施する。また、本年度より会員

増強に向けた事業もキャンペーンの一環として加え、

実施対象を広げる。 

昨年同様キャンペーン実施経費としては上限６０万

円を助成する。 

以下の質疑があった。 

・加入促進パンフレットを作成しなおすという話があっ

たのではないか。 

→まだ改訂はされてない。総務・財務委員会で引き続

き検討を行う予定である。 

・上限６０万円はすべて使われているのか？ 

→２３年度は３～４単位会で下回っているがほとん

どは６０万円を超えている。 
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②会誌の充実・発行 

事務局より資料３にて昨年４月に刷新した会誌「日

事連」に関する項目説明を行った後、森野会誌編集専

門委員長より、会誌の現状と今後について以下の説明

があった。 

昨年は東日本大震災があり、震災関連の情報（日事

連の活動、被災３県の建築復興支援センター等の活動）

が多くなった。その他、より広い建築の特集に取り組

んだ。連載の掲載を増やす予定であったが、なかなか

増えなかったため、本年も取り組んでいきたい。 

また、会員からの投稿・寄稿が掲載できるスペース

を増やし、他の単位会での動きを知る媒体にできれば

と思っているため、そういった観点からも広報・渉外

委員の皆様からご提案等をいただきたい。 

各委員からの主な感想・意見は以下の通り。 

・刷新してからは変更された名称も含め、写真も多く読

みやすくなった。 

・日事連建築賞以外で会員の作品集的なものが少ないと

感じているため増やして欲しい。 

・各単位会の会員増強に関する情報提供をもっと掲載す

る必要がある。 

・今後も会誌とＨＰで発信する情報を分別してうまく発

行してほしい。（広島会ではフェイスブックを立ち上

げている） 

・日事連マークの色等が統一されていないため、各単位

会に正確な情報を発信した方がいいのではないか。 

・表紙でその月の目玉となる記事をもっとわかりやすく

した方が良い。 

・東日本大震災からなかなか復旧しない被災地の状況を

小さいスペースで良いから継続して掲載してほしい。 

・会誌の経費と予算について／費用対効果を考える必要

があるのでは 

富岡委員長から、次回委員会以降も会誌に対しての感

想・提案等を伺い、会誌編集専門委員会に報告し、会誌

の充実をはかっていく旨の話があった。 

③共同要望の実施 

日事連と単位会は共同して地方自治体への要望を例年

行っており、平成２４年度の要望書は６月２９日付で単

位会へ送付し、各地域での要望運動の実施を依頼した旨

の報告が資料４によりなされた。なお、平成２４年度の

要望項目は以下の４項目とし、要望書の送付については、

希望する単位会へは電子データ（ＰＤＦ）の送付も行っ

た。 

１）公共建築物の設計・工事監理業務の発注にあたって

は新業務報酬基準によること 

２）公共工事に関わる建築物の設計者選定にあたっては

品確法の主旨に則り、価格以外の要素を考慮した選

定を行うこと 

３）公共建築物の設計業務の発注に際しては、委託先の

建築士事務所に構造設計／設備設計一級建築士の有

無により入札、プロポーザル等への参入機会を制限

することのないよう適正な対応を行うこと 

４）建築設計・工事監理業務の発注に際しては、建築士

事務所の賠償責任保険への加入を条件とすること 

なお、富岡委員長より来年度の要望活動に向け、委員

の方にはブロックや単位会等の話をとりまとめ、次回以

降の委員会で要望項目を検討したい旨依頼があり、その

後主に以下の質疑があった。 

・要望書の項目が全てセットだと使用しづらい。 

→平成２４年度は電子データで要望書を送付している。

内容について変更はできないが、単位会の実情に応じ

て分割して使用することが考えられる。 

・賠償責任保険の加入率は２０数パーセント程度と聞い

ているが、参考までに、ＣＰＤ情報提供制度はどの程

度浸透しているのか教えてほしい。 

→建築技術教育普及センターの調べでは、平成２３年度

は１５都道府県、平成２４年４月は２４都道府県で活

用されている。（工事の入札参加資格も含む） 
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また、単位会のプログラム申請数は、平成２２年度は

３７１、平成２３年度は４８４であり、申請０は２単

位会のみであった。 

ＣＰＤの活用についてのパンフレットを既に事務局よ

り送付済みであるが、単位会により温度差がある。 

④その他必要な広報 

日事連は創立５０周年を迎えて、ホームページ、会

誌等で広報活動を行っている。その他、必要に応じた

広報活動を実施している旨報告がなされた。 

３．財政検討特別委員会での広報事業に関わる検討状況に

ついて 

事務局より資料５にて８月２４日に開催された常任

理事会で説明のあった、財政検討特別委員会での支出

削減の大枠について以下のように報告された。 

・平成２５年度では人件費及び会議費（総会等）の管

理費で概ね３０００万円の支出削減を考えるととも

に、事業費では概ね３０００万円の支出削減が必要

であり、平成１１年からスタートした建築士事務所

キャンペーン助成金については当面中止せざるを得

ない。そのため、基本的な考え方について、副会長、

常任理事がブロック協議会で説明することとなって

いる。 

これに対し、委員からキャンペーン事業は単位会

として一生懸命取り組んできたので、納得は難しい

との意見がだされた。 

４．その他 

「広報・渉外委員会」の名前についてなじめない、

「渉外」は折衝なので総務の担当ではないか。また、

委員会の分担事項で「情報」についての項目はなかっ

たが、会誌の基本姿勢や事業計画等をみても内部の「情

報」に密接にかかわると思われるといった意見がださ

れた。 

上記意見に対し事務局より、定款施行細則の以下の

部分が「渉外」に該当すると思われる旨の説明があっ

た。 

・業務に関し官公庁等に対する陳情及び建議にかかわる

こと 

・内外の関係団体との協力及び交流に関わること 

「情報」の記載はないが実際は情報の共有化や発信はし

ている。また、委員会名称、分担事項については定款

施行細則に記載されているので、特段に支障がなけれ

ばこのままいきたい旨の説明があった。 

次回委員会 平成２５年１月２２日（火） 

１４：００～１６：００ 

＜配付資料＞ 

資料１：広報渉外委員会の分担事項及び平成２４年度事

業計画 

資料２：平成２４年度建築士事務所キャンペーン事業の

実施について 

資料３：会誌の充実・発行について 

資料４：平成２４年度要望運動の実施について 

資料５：財政検討特別委員会の検討状況について 

参考：広報・渉外委員会名簿・平成２４年度機構 

 

■第１回業務・技術委員会議事概要 

日 時 平成２４年９月１９日（水） 

１４：００～１６：３５ 

会 場 日事連会議室 

出席者 委員長：泉谷良宏 副委員長：佐々木宏幸 

委 員：相場 博、荻原幸雄、遠藤正幸、 

姉川博則、河野良輔 、南 孝雄 

特別出席：会長 三栖邦博 

事務局：髙津、北野、恩田、吉田、鈴木、千浜 

｛配付資料｝ 

業務・技術委員会委員名簿 

社団法人日本建築士事務所協会連合会平成２４年度機構 

資料１：業務・技術委員会の分担事項及び平成２４年度

事業計画等について 
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資料２：業務・技術委員会に設置する専門委員会及びワー

キンググループについて 

資料３：業務・技術委員会レポート「建築士事務所の技

術者人件費等」について(案) 

資料４：業務報酬算定ソフト作成ワーキンググループ検

討資料 

資料５：構造計算適合性判定員の新たな確保に向けた検

討会関係資料 

資料６：建築基準法施行令及び関係省令・告示等の改正

関係資料 

資料７：全国木造住宅生産体制推進協議会関係資料 

資料８：四会連合協定建築設計・監理等業務委託契約約

款調査研究会関係資料 

資料９：「建築物における天井脱落対策試案」及び「エ

スカレーターの落下防止対策試案」に関する意

見交換会関係資料 

資料１０：都市の低炭素化の促進に関する法律案 

議 事 

１．当委員会に係る平成２４年度の事業計画の確認について 

事務局より資料１を提出し、平成２４年度の事業計画

について、８項目の事業が上げられていることを 

確認した。 

２．専門委員会及びワーキンググループの設置状況及び検討

内容について 

事務局より資料２を提出し、当委員会の中に構造技術

専門委員会、建賠保険等調査専門委員会、業務報酬基準

ワーキンググループ及び業務報酬算定ソフト作成ワー

キンググループが設置され、各主旨・目的、委員構成に

ついて確認した。 

３．業務・技術委員会レポート「建築士事務所の技術者人件

費等」について 

毎年業務・技術委員会レポートとして、本会会誌「日

事連」１１月号及び本会ホームページに掲載している業

務報酬に関する直接人件費の考え方についての説明文

と厚生労働省の統計資料である賃金構造基本統計調査

結果（平成２３年に実施した調査結果）の一級建築士の

賃金データ、また建設業の所定内給与対前年同月比の数

値等を更新した内容を資料３に基づき事務局より説明

し、継続掲載について提案した。 

○協議の結果、資料３のとおり掲載することを承認した。 

４．業務報酬算定ソフト作成ワーキンググループにおける算

定ソフトの検討内容について 

作成ワーキンググループにおける業務報酬算定ソフ

トの作成方針等について、資料４に基づきＷＧ主査の荻

原委員より説明がなされた。 

・業務報酬として算定する場合は、決められた金額を入力

するではなく、一定の範囲の中で事務所其々が入力する

ものとし、公正取引委員会にも説明ができるものにした

いと考えている。 

・ソフトの利用権の提供費用の捻出方法については、試算

表のとおり考えている。費用を負担してソフトの提供を

受けることに参加しないという単位会は試算から外れ

ることになる。 

・ソフトを作成する㈱テクトプランとは、未だ契約してい

ない段階であるが、同社で作業は進めていくとのことで

ある。 

○協議の結果、提供ソフト、データ提供費の捻出方法、維

持管理費等の作成方針について了承し、１１月に開催さ

れる常任理事会及び理事会に諮ることとする。 

５．構造計算適合性判定員の新たな確保に向けた検討会の報

告について 

国土交通省では、構造計算適合性判定員の講習会受講

修了者２，２７５名が固定されていることの現況踏まえ

て、今後の制度の維持のために、適時判定員を確保して

いくことが必要と考え、講習会を来年度に実施すること

を視野に入れ、判定員の確保のあり方について検討会を

設置、検討されることになったことについて資料５に基

づき事務局より報告がなされた。 
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６．建築基準法施行令及び関係省令・告示等の改正の報告に

ついて 

９／１８国土交通省において関係団体を集めた「建築

基準法施行令及び関係省令・告示改正」に関する説明会

が開催され、当日の資料６に基づき、９／２０施行の「既

存不適格建築物に係る規制の合理化」及び「容積率規制

に係る延べ面積の算定方法の合理化」の概要について、

事務局より情報提供された。 

７．全国木造住宅生産体制推進協議会の事業の報告について 

国土交通省が平成２４年度より「地域型住宅ブランド

化事業」と「住宅省エネ化推進体制の強化」等の全国的

総合ネットワーク体制を構築するため、地域木造住宅生

産体制強化部会（事務局：木を活かす建築推進協議会）

を設置し、地域協議会と連携をとりながら大工技能者を

養成していくこととし、養成のための「省エネ施工技術

者講習会」の開催に向けた実施方法等について資料７に

基づき事務局より報告がなされた。 

８．四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約約款調査研

究会の設置の報告について 

建築設計・監理等業務委託契約約款契約書類に関して

常時調査研究、検討する体制ができていないため、今般、

調査研究会を７／２６に設置、同研究会の中に運営委員

会及びＷＧを置き体制を構築したことを資料８に基づ

き事務局より報告がなされた。 

当面の作業として、ＷＧにおいて契約約款に係わる暴

対法の対応を行うことにしている。 

９．その他 

①「建築物における天井脱落対策試案」及び「エスカレー

ターの落下防止対策試案」に関する意見交換会の報告に

ついて 

・国土交通省で８／２０開催した意見交換会における対策

試案について、資料９に基づき事務局により報告がなさ

れた。年内に原案を作り、再度パブリックコメントを募

る予定であり、法施行は一定期間を設ける予定とのこと

である。 

②都市の低炭素化の促進に関する法律案について 

  ・９／５に交付された「都市の低炭素化の促進に関する

法律」の概要及び［低炭素建物の認定制度］の概要、

省エネ基準に関する告示改正案等について資料１０に

基づき事務局より報告がなされた。 

「改正省エネ基準」及び「低炭素建物認定基準」につ

いては、10月中旬にパブリックコメントを募り、年内に

告示を施行する予定であるがスケジュールを考えると

疑問視される。 

○社会資本整備審議会について 

国土交通省では、社会資本整備審議会の中に建築基準制

度部会を設置し、建築基準法などの法体系の見直しに向け

て、木造建築関連基準や構造計算適合性判定制度等の確認

検査制度、既存建築物対策の３分野を対象に検討していく

ことについて資料に基づき事務局より報告なされた。また、

このことに関連して、昨年から行われていた建築構造基準

委員会の検討状況について田端担当副会長より報告がな

された。 

次回委員会 平成２５年１月２３日（水） 

１３：３０～１６：３０ 

 

■第１回指導運営委員会議事概要 

日 時  平成２４年９月２６日（水） 

１４：００～１６：００ 

会 場  日事連会議室 

出席者  委員長：田畑光三 副委員長：新沼義雄 

委 員  佐々木章、飯窪功児、炭谷文彦、福島安信 

（欠席：藤井均、若林亮） 

担当副会長：山下卓治 

特別出席：三栖邦博 

事務局：髙津、北野、恩田、鈴木、野出 

＜配布資料＞ 

資料１ 定款施行細則（抜粋）及び平成２４年度指導運
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営に関する事業計画 

資料２ 苦情の解決業務の事例集作成 年間スケジュー

ルのイメージ（案） 

資料３－１苦情の実例教材を使った講習会の骨子（案） 

資料３－２平成２２・２３年度指導運営委員による苦情

の実例教材用原稿（案） 

資料３－３「開設者・管理建築士のための建築士事務所

の管理研修会」テキストより抜粋 

配布資料 指導運営委員会 委員名簿 

配布資料 平成２４年度 日事連機構図 

配布資料 苦情の解決業務の事例集（平成２３年度下半

期） 

配布資料 建築士法第２７条の５に係る苦情の解決業

務の規程モデル等関係資料 

議事１．平成２４年度 指導運営に関する事業計画等の確認

について 

定款施行細則（抜粋）、平成２４年度指導運営に関す

る事業計画、前指導運営委員長からの引継ぎ事項及び平

成２３年度指導運営に関する事業報告について、資料１

に基づき事務局から説明がなされた。各委員においてこ

れを確認した。 

議事２．苦情の解決業務の事例集について 

苦情の解決業務の事例集作成年間スケジュールのイ

メージ（案）及び事例集（平成２３年度下半期）につい

て、資料２に基づき事務局から説明がなされた。 

事例集については、従来通り、今後も半期に一度単位

会から提出される苦情の解決業務実施報告書（個別レ

ポート）を基に指導運営委員会で作成していくこととし、

次回の指導運営委員会において、提出された個別レポー

トを各委員に担当を割り振り、確認・理解しやすい内容

に修正等していただくことで了承された。 

議事３．建築士事務所向けの苦情の実例教材について 

建築士事務所向けの苦情の実例教材について、資料３

－１、資料３－２及び資料３－３に基づき事務局から説

明がなされた。 

苦情の実例教材を使った講習会については、前指導運

営委員会において骨子（案）を作成しており、本委員会

で引き続き検討していくこととした。 

講習会で使用する実例教材については、苦情の事例以

外の部分（係争事例や賠償責任保険の事故例等）を、特

段の提案がなければ、管理研修会テキストで執筆された

専門家に執筆依頼を考えている旨の説明が事務局から

なされた。 

また、資料３－２の苦情の実例教材用原稿（案）をよ

り充実させるため、宿題として今回配布した苦情の解決

業務の事例集（平成２３年度下半期）の中から、苦情の

実例教材に掲載するに当たって特に参考になりそうな

事例を各委員がピックアップし、１０月３１日（水）ま

でに日事連宛てにＥメールで報告していただくことと

した。加えて、資料３－１「苦情の実例教材を使った講

習会の骨子（案）」について、意見等があれば併せて報

告していただくこととした。 

次回日程 平成２４年１１月２０日（火） 

１４：００～１７：００ 

 

■第１回教育・情報委員会議事概要 

日 時 平成２４年９月２８日（金） 

１３：３０～１６：００ 

会 場 日事連会議室 

出席者 

 委 員 長  朝岡 市郎 

 副委員長  横須賀 満夫 

 委  員  池田 匠、坂本 忠志、松岡 由紀夫、 

尾添 信行、西森 敬祐、川﨑 安彦 

       上野 浩也（担当副会長） 

特別出席  三栖 邦博 

 事 務 局  髙津 充良、恩田 利昭、市川 貴之、 

夏目 浩行 



2012-11 日事連会務月報                                               11 

                                                

 

＜配付資料＞ 

資料１：教育・情報委員会の分担事項及び平成２４年度事

業計画等について 

資料２－１：法定講習（管理建築士講習・建築士定期講習）

の実施状況等について 

資料２－２：建築士定期講習 小規模講習の実施について 

資料２－３：平成２５年度以降管理建築士講習実施方法の

見直しについて 

資料３－１：平成２４年度「開設者・管理建築士のための

『建築士事務所の管理研修会』」開催予定一

覧 

資料３－２：開設者・管理建築士のための「建築士事務所

の管理研修会」の概要等について 

資料３－参考：開設者・管理建築士のための「建築士事務

所の管理研修会」プレスリリース 

資料４：新たな研修会の企画等について 

資料５－１：建築ＣＰＤ情報提供制度の活用への手引き 

資料５－２：建築ＣＰＤ情報提供制度の運営状況について 

資料５－３：ＣＰＤ認定プログラム実績 ２０１１年度

【単位会一覧】 

資料６：産学連携建築教育連絡会議の設置の趣旨 

参考：開設者・管理建築士のための建築士事務所の管理研

修会テキスト表紙・目次 

１．三栖会長挨拶 

第１回委員会の開催にあたり、三栖会長より、任期２年

間しっかりと責任を果たしていただきたい旨の挨拶に加

え、日事連の重要施策として下記３点について協力依頼が

なされた。 

①建築士事務所法の制定を目指す運動について、平成２５

年３月末までに足元を固めるため、会員及び建築関係団

体に事務所法について理解していただき、その後一般の

方々向けに必要性を訴えていき、機運を高めていくこと。 

②会員増強については、数値目標を設定しており、非常に

困難な目標かと思うが、初年度が重要だと考えられるた

め、協力していただきたい。 

③委員会所管の建築士事務所の管理研修会について、軌道

に乗せて成功させていただきたい。管理研修会は財務基

盤の強化にもつながるため、しっかり取り組んでいただ

きたい。そのためには、既に法定の管理建築士講習を受

けた管理建築士が聞きたいと思うような魅力的な内容に

しなければならない。管理建築士講習・建築士定期講習

＋αのものがないと成功しない。特に最初の研修が大事

だと思うので、従来の講習と異なる点をアピールしてい

かないと支持されない。これまでの法定講習とは違う点

を強調し、受講者を引きつけられるようがんばっていた

だき、収入の柱にしていただきたい。また、管理建築士

講習・建築士定期講習についても、厳しい運営状況では

あるが事務所協会として、しっかりとやっていかなけれ

ばならない業務であるため、立て直しに努めていただき

たい。 

２．委員等紹介 

議事に先立ち、朝岡委員長の挨拶後、副委員長をはじめ、

委員、担当副会長、事務局の自己紹介が行われた。 

３．議 事 

(１）本委員会の分担事項及び平成２４年度事業計画等に

ついて 

事務局より、日事連の機構図について概略説明の後、

資料１を用いて、教育・情報委員会に係る分担事項・平

成２４年度事業計画・平成２３年度事業報告について説

明がなされた。 

説明後、委員からは、開設者・管理建築士のための建

築士事務所の管理研修会（以下、｢管理研修会｣）につい

て、知事指定をできるだけ取得できるよう単位会から行

政に働きかけを行ってほしいとのことだが、知事指定を

得られる見込みがほぼない単位会については、どういっ

た対応をとればよいのかといった質問が出された。 

こちらについては、これまでの委員会では、知事指定

を取得するための対応について議論してきたが、知事指

定を得られなかった場合の対応についての議論は進ん

でいないとの回答がなされた。 

また、担当副会長からは、知事指定が得られなければ
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管理研修会が実施できないというわけではないため、仮

に知事指定を得られなくても管理研修会を実施してい

くという考えに立てばよく、あくまでも知事指定は権威

付けのため、という考えをもっていただければよいので

はとの意見が出された。 

委員長からは、各単位会の知事指定状況について情報

共有できれば、行政への働きかけに有効だと考えられる。

また、どのように行政への働きかけを行っていけば効果

的か、といった情報交換も本委員会で今後協議していけ

ればとの意見が出された。 

また、副委員長からは、知事指定を得るため、自身の

単位会では、長年の知事との交流に加えて、事ある毎に

知事指定講習の重要性を訴えてきた。今後は、先ず実績

をしっかりと積み上げていくことが大切だとの意見が

併せて出された。 

(２）法定講習（管理建築士講習、建築士定期講習）につい

て 

１）講習実施状況等について 

資料２－１により、直近の法定講習実施状況、平成２

４年度第４期講習（平成２５年１月～３月）の受付開始

時期等について、事務局より以下の説明がなされた。 

まず、管理建築士講習の受付状況について、平成２４

年度第１期及び第２期の受講者数は、低調な推移となっ

ている。 

一方の建築士定期講習については、サービスの一環と

して、今年度受講対象者（平成２１年度建築士定期講習

受講者）に対し、（財）建築技術教育普及センター（以

下、｢建築教育センター｣）より、氏名や住所等の基本情

報が印字された申込書を発送したことに加えて、今年度

より同講習の受講手数料を値下げしたこともあり、これ

までの四半期実績と比較して、相当数の受講者を集める

ことができた。 

今後の予定については、両法定講習ともに、平成２４

年度第４期講習の受付開始可能日が、１１月１９日（月）

に設定されているとの報告があった。 

また、両法定講習に共通して、建築教育センター講習

のシェアが、民間登録講習機関との競合の結果、低下傾

向にある旨の報告が事務局よりなされた。 

管理建築士講習については、受講対象者の絶対数が限

られていることもあり、今後それほどの伸びは想定でき

ないものの、建築士定期講習については、継続してある

程度の受講者が見込めるため、各委員にそれぞれのブ

ロック協議会で、同講習を積極的に開催していただくよ

う、各単位会に伝えていただきたいとの依頼が事務局よ

りなされた。 

なお、参考情報として、国土交通省資料を用いて、建

築士事務所の所属建築士数（平成２４年３月末時点）及

び管理建築士講習の受講状況等（平成２４年６月中旬時

点）についての説明が事務局よりなされた。 

２）建築士定期講習 小規模講習の実施について 

資料２－２により、建築士定期講習 小規模講習の実

施について、事務局より説明がなされた。 

これまで、建築士定期講習については、受講予定者が

３０名未満となった場合、講習を中止することとなって

いた。しかし、複数の単位会及び単位士会より、より機

動的な講習の運営方法を求める意見が寄せられたこと

から、建築教育センター・建築士会連合会（以下、「士

会連」）及び日事連で協議を行った。 

主旨としては、①２０名以上の実施計画を可能とする、

②受講予定者が１５名未満の場合は講習を中止する、③

ＤＶＤ講習とし、講師謝金を削減する、④講習会場費に

ついては、小規模開催調整費の考え方を導入し、会場費

の抑制に努める、の４点となっている。 

各委員からの意見としては、建築教育センターからの

事務連絡文書には、１５名未満は原則として講習を中止

するとあるが、仮に１０名や１４名の申込みがあった場

合でも講習を中止するという考え方なのか。また、一度

計画していた講習を中止し、別日程の講習を受講者に勧
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めた場合、受講者が別の講習機関に移ってしまわないか

という危惧があるとの意見が出された。こちらについて

は、事務局から、１５名未満となった場合は、日事連を

通じて建築教育センターと個別交渉を行うことになる

との回答がなされた。 

その他の意見としては、事務所協会が実施する建築士

定期講習を受けるメリットが受講者にとっては薄いと

考えられる。例えば、他機関で開催している同講習は、

日程・受講地域の選択余地も大きい。そのため、事務所

協会としては、管理研修会に精力を傾けた方がよいので

はないか、との意見が出された。 

事務局からは、今回の小規模開催の実施に係る措置に

ついては、あくまでも建築士定期講習を実施するにあた

り、従来実施できなかった規模でも同講習が開催できる

ようになり、選択肢が広がったというものであり、小さ

い規模で講習を実施していただきたいという趣旨では

ないため、単位会の裁量で多様な講習の運営方法を考え

ていただければとの説明がなされた。 

以上の協議の後、本件についての事務連絡文書を単位

会宛て発信してよいか諮ったところ、異議なく了承され

た。 

３）平成２５年度以降の管理建築士講習の実施方法の見直し

について 

資料２－３を用いて、平成２５年度以降の管理建築士

講習の実施方法の見直しについて、事務局より説明がな

された。 

平成２４年度の同講習の経費配分については、受講者

数が３，５００名程度になることが前提となっていた。

しかし、今年度の受講者数は、これまでの上半期実績を

考慮すると、２，０００名程度にとどまる見通しである。

そのため、平成２４年度の経費配分の前提条件に大きな

変動が生じることとなった。こうした状況を受けて、建

築教育センターから本連合会に対し、次年度の講習実施

方法、経費配分の見直しについて再度協議を行い、年内

に方向性について合意したいという申入れがあったも

のである。 

上記説明の後、本件について事務局より、①建築教育

センターとの交渉の窓口については委員長にお願いし

たい、②平成２５年度の管理建築士講習の経費配分額は、

現行の配分額から減少すると見込まれる。そうした条件

でも、管理建築士講習の実施協力を継続していくか否か、

単位会の意向を確認するため、アンケート調査を実施し

たい、上記２点について諮ったところ委員より下記意見

が出された。 

・アンケートの実施期間については、日事連の議決機関の

開催日程も考慮し、１０月中に各単位会から回答をいた

だくように締切りを設定した方がよい。 

・事務所協会の講習の周知方法については、営業活動が民

間登録講習機関と比較すると少ないのではないか。 

・行政との兼ね合いもあり、また、法定団体として費用の

問題のみで講習を止めていいのかという問題もある。 

協議の結果、アンケート内容・結果については、各委員

にご確認いただき、最終的な判断については、委員長に一

任することとした。また、アンケートの参考資料として、

建築教育センターに、受講者が２，０００名の場合、単位

会の経費配分額が概ねどの程度の金額になるかの試算を

提示するよう求め、この試算結果とともにアンケートを依

頼することとなった。 

今後の進め方としては、単位会宛てアンケート結果に各

委員からの意見を加えて、常任理事会に諮ることとし、必

要に応じて臨時委員会の開催も検討するが、基本的には

メールで各委員に報告した上で意見をいただき、委員長に

判断を委ねることとした。 

(３）「開設者・管理建築士のための建築士事務所の管理研

修会」の現状等について 

事務局より、資料３－１により、平成２４年度｢開設

者・管理建築士のための建築士事務所の管理研修会」の

全国の開催状況（予定）について説明がなされた。 
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今年度の募集定員は、全体で５，０００名前後となる

見込みであり、本年秋に研修会を計画している単位会が

多く、中には、今年度開催に向けて準備を進めているも

のの、日程等の決定までは詰め切れていないという単位

会もいくつかある。また、当委員会開催時点までの情報

として、実施済みの研修会情報、１０月開催予定の研修

会受付状況についての補足説明も併せてなされた。 

管理研修会についても、建築士定期講習と同様に、各

ブロック協議会で、積極的に開催していただくよう伝え

ていただきたいとの依頼が事務局より各委員になされ

た。 

続いて、資料３－２を用いて、本研修会の趣旨・実施

根拠及びテキスト名称等の概要説明がなされた。その

後、講師用の教材として、パワーポイントを単位会宛て

発信している旨の報告も事務局よりなされた。 

単位会より問い合わせの多い緊急時対応用の研修会

ＤＶＤについては、東京近郊の単位会において実施され

る管理研修会を撮影し、作成する予定である。 

さらに、これまでの知事指定の要望活動については、

本連合会より知事宛て要望文書のモデル文案を送付し

たこと等、これまでの取り組みについても報告がなされ

た。 

また、建築ＣＰＤ情報提供制度については、知事指定

もしくは行政の共催・後援を得ていれば、本研修会を特

別認定講習として認定できる。こちらは、官庁営繕事業

における設計等業務の受注者選定に際して、当該建築士

等の特別認定講習の単位数が２倍で算定・評価されると

いうものである。特別認定講習は、研修会のアピールに

もつながるため、知事指定を得られなかった場合でも、

行政からの共催もしくは後援を得ていただき、研修会の

推進につなげていただきたい。 

同時に、研修会の標準的な時間割やパワーポイントの

スライド枚数と目安講義時間についても説明がなされ

た。 

最後に、資料３－参考により、研修会の周知の一環と

して、本連合会より業界紙向けにプレスリリースを発信

し、周知を図った旨の報告がなされた。また、日事連Ｈ

Ｐでも研修会の周知に取り組んでいる状況について説

明がなされた。今後も各単位会の研修会の開催に合わせ

て、順次情報を更新していく予定である。 

なお、補足資料として、本年５月に実施した知事指定

状況に係るアンケート調査結果一覧により、各単位会の

状況について説明がなされた。本年５月時点より知事指

定を得ている単位会は増加していると見込まれるため、

今後、単位会に対して再度のアンケート調査を実施し、

全国の知事指定状況の把握に努め、全国の知事指定情報

を基に、行政との協議に臨んでいただけるよう準備を行

うこととした。 

委員からの意見として、建築士事務所登録事務を受託

している単位会で、事務所登録の更新者、または新規開

設者に対して、この研修会の受講証明証を添付して下さ

いと伝えてはいけないのかという質問がなされた。こち

らについては、行政の了解を得られれば問題ないと思わ

れるが、単位会の裁量でそういうことを伝えてしまう

と、場合によっては指定登録を取り消される恐れもある

ため、注意していただきたいとの回答が事務局よりなさ

れた。 

また、指導要綱で管理研修会の受講が義務付けとなっ

ている都道府県の指導要綱の情報について、当委員会に

情報提供していただくこととした。 

（４）新たな研修会の企画等について 

事務局より、資料４を用いて新たな研修会の企画等に

ついての説明がなされた。 

法定講習については、受講者数の減少傾向が見受けら

れる。こうした状況の中、管理研修会を、軌道に乗せて

いく必要がある。 

しかし、収益源の確保の観点から、新たな研修会を企

画していくことが必要と考えられる。魅力的な研修会の
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企画のため、先ず当面の取り組みとして、各単位会に対

しアンケート調査を実施し、どのような内容の研修が求

められているか把握に努めることとしたい。また、他の

建築関係団体が実施している研修を調査し、事務所協会

と共催していけるものはないか実施可能性を検証した

い、との説明がなされた。 

上記について諮ったところ、協議の結果、異議なく了

承された。 

（５）建築ＣＰＤ情報提供制度について 

事務局より、資料５－１により、建築ＣＰＤ情報提供

制度の概要説明がなされた。主な説明事項として、制度

概要、活用方針、申請等手続き、建築ＣＰＤ情報提供制

度実績を活用している国及び地方公共団体等について

の説明がなされた。その後、資料５－２により、これま

での建築ＣＰＤ情報提供制度の運営状況に併せて、同制

度の活用について、これまで地方自治体に対して実績を

活用するよう要望を行ってきた経緯についても説明が

なされた。 

また、これまで単位会が得てきたＣＰＤ認定プログラ

ムの実績一覧について、資料５－３により説明があり、

この一覧には、各単位会が実施してきた講習会情報が豊

富に記載されているため、本連合会及び単位会の研修会

企画についても参考になるため、精査して、よいものが

あれば検討していくこととした。 

（６）インターンシップについて 

資料６により、産学連携建築教育連絡会議の概要につ

いて事務局より説明がなされた。現在、インターンシッ

プについては、学生の受入れに関する調整、教育内容等

の諸問題が存在している。中でも、特に解決しなければ

ならない問題として取り上げられているものは、学生を

派遣する立場の大学と、受け入れ側の建築士事務所間で、

インターンシップの考え方に乖離がある点が挙げられ

ている。 

また、インターンシップ手続きに関する書類について

もそれぞれ独自のものを使用しているため、事務処理に時

間を要するとの問題が生じている。 

そのため、産学連携建築教育連絡会議では、作成した共

通データシートの活用を勧めていきたいと考えている旨

の説明がなされた。そして、最後に２０１１年度大学院イ

ンタ―ンシップの受講状況に関する説明も併せてなされ

た。 

（７）その他 

参考情報として、管理研修会テキスト表紙・目次コピー

を配付し、テキスト概要について説明がなされた。 

次回委員会 平成２５年２月１日（金） 

１４：００～１７：００ 

 

■主な行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますのでご了

承ください。 

平成２４年 

１１月２０日 指導運営委員会 

２１日 景観・まちづくり特別委員会 

２９日 通常理事会 

政経フォーラム 

全国会長会議 

１２月 ３日 会誌編集専門委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年度の第３７回建築士事務所全国大会（三重大

会）は、伊勢神宮の式年遷宮に合わせて、平成２５年８

月９日（金）に三重県伊勢市で開催いたします。 


